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消防署蘭越支署
からのお知らせ

羊蹄山ろく消防組合消防署蘭越支署　
　消防士長（機械係長）
　水嶋　広幸 さん

　資源の枯渇と地球温暖化が問題となっている現在、本町では
前回策定した「蘭越町地域新エネルギービジョン」から１０年
以上が経過したことから、近年の社会情勢の変化を踏まえた新
たな新エネルギービジョンと再生可能エネルギー導入計画を策
定し、地域循環や低炭素社会の実現を目指すこととしています。

　2015 年にパリで行われた COP21（国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議）
では、主要排出国、途上国を含む締約国が温室効果ガスの排出削減目標を持つ初
めての法的枠組みとなった「パリ協定」が合意されました。
　日本は 2030 年に 2013 年度比で△26％の削減目標としています。
　達成のためには、技術、社会制度の構造改革や資源依存型の産業構造から付加
価値の高い産業構造への転換が求められています。
　新エネルギーの導入拡大はこうしたエネルギー利用問題や環境問題に対して有
効な対策の一つであると考えます。

　　　　エネルギーの利用可能量のほかに導入に係
　　　る懸念事項を考慮すると太陽エネルギーや風
　　　力エネルギー、水力エネルギーといった大規
　　模化しやすいエネルギー
　は利用可能量が多い反面、
導入コストや広大な土地が
必要なため、リスクが高い
といえます。

　着実な事業化には低コストかつ小規模導入可能なエネル
ギーと農業利用や地産地消課題の解決が不可欠です。
　そのため、農業との親和性の高い森林系バイオマス、農業用系バイオマス、温
泉熱エネルギー、雪氷冷熱エネルギーの４つを選択しました。

　昨年１０月から町内事業者等で構成された蘭越町新エネル
ギー導入町内推進協議会と蘭越町役場庁内エネルギー導入推進
委員会を立ち上げ、町内推進協議会は、現在まで会議を３回と
２回の先進地視察を行い、再生可能エネルギーの導入に向けて
議論しました。

　本町の地域特性やまちづくりの将来像を踏まえ、農業の振興と再生可能エネル
ギーによる「らんこしブランド」の創出を図ります。
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　資源の枯渇と地球温暖化が問題となっている現在、本町では
前回策定した「蘭越町地域新エネルギービジョン」から１０年
以上が経過したことから、近年の社会情勢の変化を踏まえた新
たな新エネルギービジョンと再生可能エネルギー導入計画を策
定し、地域循環や低炭素社会の実現を目指すこととしています。

　2015 年にパリで行われた COP21（国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議）
では、主要排出国、途上国を含む締約国が温室効果ガスの排出削減目標を持つ初
めての法的枠組みとなった「パリ協定」が合意されました。
　日本は 2030 年に 2013 年度比で△26％の削減目標としています。
　達成のためには、技術、社会制度の構造改革や資源依存型の産業構造から付加
価値の高い産業構造への転換が求められています。
　新エネルギーの導入拡大はこうしたエネルギー利用問題や環境問題に対して有
効な対策の一つであると考えます。

　　　　エネルギーの利用可能量のほかに導入に係
　　　る懸念事項を考慮すると太陽エネルギーや風
　　　力エネルギー、水力エネルギーといった大規
　　模化しやすいエネルギー
　は利用可能量が多い反面、
導入コストや広大な土地が
必要なため、リスクが高い
といえます。

　着実な事業化には低コストかつ小規模導入可能なエネル
ギーと農業利用や地産地消課題の解決が不可欠です。
　そのため、農業との親和性の高い森林系バイオマス、農業用系バイオマス、温
泉熱エネルギー、雪氷冷熱エネルギーの４つを選択しました。

　昨年１０月から町内事業者等で構成された蘭越町新エネル
ギー導入町内推進協議会と蘭越町役場庁内エネルギー導入推進
委員会を立ち上げ、町内推進協議会は、現在まで会議を３回と
２回の先進地視察を行い、再生可能エネルギーの導入に向けて
議論しました。

　本町の地域特性やまちづくりの将来像を踏まえ、農業の振興と再生可能エネル
ギーによる「らんこしブランド」の創出を図ります。




